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は じ め に 

 

 

 松山市の犯罪発生件数を示す刑法犯の 

認知件数は、平成１５年の１２，９００件

をピークに減少傾向で、令和２年には  

３，０５０件とピーク時の約４分の１に 

まで減少しています。 

また、令和２年の刑法犯検挙者数は、 

８２５人と平成２３年以降は減少傾向に 

あるものの、再犯者数が検挙者数の半数を

超える状況です。 

 犯罪をした人等の中には、出所後に住居

や就労がない人や、前科があることで後ろ向きになり社会から孤立 

してしまう人、また、高齢や障がいなどで直ちに自立した生活を 

送るのが難しく福祉的な支援を必要としている人がいます。 

 このような人たちの立ち直りを支援し、再犯を防いで、犯罪や 

非行で新しい被害者を出さないよう松山市全体で取り組んでいく 

ことが重要と考えています。 

 そこで、本市では、新しく「松山市再犯防止推進計画」を策定し、 

国や愛媛県、また保護司会や更生保護女性会など関係団体の皆さん

と一丸になり、再犯防止に取り組み、犯罪や非行のない安全で安心

して暮らせる社会の実現を目指します。 

結びに、本計画の策定に際し御尽力いただきました松山市再犯 

防止推進会議構成員の皆様方をはじめ、ご協力いただきました市民

の皆様に心からお礼を申し上げます。 

 

令和３年９月 

松山市長  野 志 克 仁 
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第１ 計画策定の趣旨 

１－１ 計画策定の目的          
 

全国の刑法犯の検挙者数は、平成１７年から減少に転じている一方で、再犯者数に

比べ、初犯者数が大幅に減少していることから、再犯者の率は、上昇傾向にあります。 

松山市でも刑法犯の検挙者数は減少傾向にあるものの、刑法犯検挙者数に占める再

犯者の率は５割を超える高い状況となっています。 

こうした中、平成２８年１２月には「再犯の防止等の推進に関する法律」(平成２８

年法律第１０４号。以下「再犯防止推進法」という。)が施行され、地方公共団体は、再

犯の防止等に関して国との適切な役割分担を踏まえ、地域の実情に応じた施策を策定

し、実施するよう努めなければならないとされました。また、国は、令和元年１２月

に再犯防止推進計画加速化プランの中で、令和３年度末までに１００以上の地方

公共団体による地方計画の策定を成果目標の一つとして定めています。 

そこで、松山学園や松山少年鑑別所といった矯正施設が所在する本市では、様々な

生きづらさを抱えた出所者等が、地域社会で孤立することなく社会復帰し、再び罪を

犯すことがないよう「松山市再犯防止推進計画」を策定し、みんなが支え合い、安全

に安心して暮らすことのできる社会の実現を目指します。 

 

 

 
  

全国の刑法犯検挙者数中の再犯者数・再犯者の率の推移 
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１－２ 本市の再犯防止を取り巻く現状          
 

 本市の再犯者罪種別内訳は、窃盗犯が約６割前後で推移し、粗暴犯と合わせると

９割近くを占め、これらは再犯性が高い犯罪類型であるため、こうした状況が再犯

者率を引き上げていると考えれらます。 
 

１－２－１ 松山市の刑法犯認知件数及び検挙者数の推移   
       
年次 認知件数（人） 検挙者数（人） 初犯者（人） 再犯者（人） 再犯率 

Ｈ１２ １０,４７２ １,８４８ １,１７２ ６７６ ３６.６% 

Ｈ１３ １１,５３０ １,６１０ １,０４６ ５６４ ３５.０% 

Ｈ１４ １０,８５０ １,７６２ １,０７５ ６８７ ３９.０% 

Ｈ１５ １２,９００ １,９０９ １,１４８ ７６１ ３９.９% 

Ｈ１６ １０,５１９ １,９９２ １,２３１ ７６１ ３８.２% 

Ｈ１７ １０,２３７ １,９９３ １,１７９ ８１４ ４０.８% 

Ｈ１８ ８,２１５ １,７９９ １,０４５ ７５４ ４１.９% 

Ｈ１９ ７,８０６ １,６７６ ９２９ ７４７ ４４.６% 

Ｈ２０ ７,６９２ １,６９５ ９１６ ７７９ ４６.０% 

Ｈ２１ ７,６２６ １,７８６ ９５８ ８２８ ４６.４% 

Ｈ２２ ７,８８９ １,７２０ ９０２ ８１８ ４７.６% 

Ｈ２３ ８,０２２ １,８５１ １,００１ ８５０ ４５.９% 

Ｈ２４ ６,８７５ １,５４６ ７５１ ７９５ ５１.４% 

Ｈ２５ ６,７１２ １,４３７ ６６０ ７７７ ５４.１% 

Ｈ２６ ６,０６７ １,４２８ ６４４ ７８４ ５４.９% 

Ｈ２７ ５,３５１ １,２２９ ６１５ ６１４ ５０.０% 

Ｈ２８ ４,４３６ １,１６９ ５３３ ６３６ ５４.４% 

Ｈ２９ ４,４２８ １,００７ ４６９ ５３８ ５３.４% 

Ｈ３０ ３,９９６ １,０９２ ４９４ ５９８ ５４.８% 

Ｒ１ ３,５４０ ８６８ ４１６ ４５２ ５２.１% 

Ｒ２ ３,０５０ ８２５ ３６４ ４６１ ５５.９% 

 

 
⚫ 刑法犯の検挙者数は、平成２３年以降減少傾向で令和２年は、８２５人となっています。 
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⚫ 刑法犯認知件数は、平成１５年をピークに大幅に減少し、令和２年は、ピーク時の約４分の１

で３，０５０人となっています。 

 
 

 年次 H２８ H２９ H３０ R１ R２ 

松山市 

刑法犯検挙者数（人） １,１６９  １,００７  １,０９２  ８６８  ８２５  

再犯者数（人） ６３６  ５３８  ５９８  ４５２  ４６１  

再犯者率（％） ５４.４% ５３.４% ５４.８% ５２.１% ５５.９% 

【参考】※現時点で国の公表ﾃﾞｰﾀはR１まで 

 年次 H２８ H２９ H３０ R１ R２ 

国 

刑法犯検挙者数（人） ２２６,３７６ ２１５,００３ ２０６,０９４ １９２,６０７ － 

再犯者数（人） １１０,３０６ １０４,７７４ １００,６０１ ９３,９６７ － 

再犯者率（％） ４８.７% ４８.７% ４８.８% ４８.８% － 

愛媛県 

刑法犯検挙者数（人） ２,６３２ ２,２８９ ２,４０１ ２,０５６ １,８９９ 

再犯者数（人） １,４２０ １,１９８ １,２３０ １,０４８ ９５２ 

再犯者率（％） ５４.０% ５２.３% ５１.２% ５１.０% ５０.１% 
 

 
⚫ 近年の検挙者数、再犯者数ともに減少傾向ではあるが、再犯者率は、５割を超える 

状況で概ね横ばいとなっています。 
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出典：愛媛県警、再犯防止推進白書 
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１－２－２ 本市の再犯者の罪種別状況   

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
⚫ 本市の再犯者のうち窃盗犯が、約６割を占めています。 

 

 

 
凶悪犯とは 殺人、強盗、放火、強制性交等のこと 

粗暴犯とは 傷害、暴行、脅迫、恐喝等のこと 

窃盗犯とは 窃盗のこと 

知能犯とは 詐欺、横領、偽造、汚職、背任のこと 

風俗犯とは 賭博、わいせつのこと 

その他の刑法犯とは 上記以外の罪種（占有離脱物横領、住居侵入等）のこと 
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再犯者数（人） ６３６ ５３８ ５９８ ４５２ ４６１ 

 

 

内 

 

訳 

凶悪犯（人） ６ ６ ６ ６ １ 

粗暴犯（人） １３６ ７９ １３０ １１６ １２３ 

窃盗犯（人） ３８１ ３４８ ３５６ ２７３ ２７０ 

知能犯（人） ４３ ４８ ３９ ２０ １８ 

風俗犯（人） ６ ８ １５ ６ ９ 

その他の刑法犯（人） ６４ ４９ ５２ ３１ ４０ 

刑法犯検挙者数中の再犯者の罪種別内訳及び窃盗犯の割合（松山市） 

出典：愛媛県警 
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１－３ 計画の位置付け 

この計画は、「再犯防止推進法」第８条第１項に定める「地方再犯防止推進計画」とし

て、国や愛媛県の計画を勘案して策定します。 

また、本市は、「ＳＤＧｓ」（平成２７年９月に国連で採択された持続可能な開発目標） 

の基本理念である「誰一人取り残さない」持続可能な社会の実現に向け、再犯防止を推進し

ます。 

 

１－４ 計画の支援対象者 

起訴猶予者、執行猶予者、罰金・科料を受けた者、矯正施設出所者、非行少年又

は非行少年であった者で、就労・住居の確保や保健医療・福祉サービス、修学等の

支援を必要とする者を対象とします。 

 

１－５ 計画期間 

本計画は、令和３年１０月から令和７年９月までの４年間を計画期間とします。 
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松山市再犯防止推進計画（４年間） 

愛媛県再犯防止推進計画（４年間） 

 

次期計画 次期計画 
策定 

次期計画 

次期計画 

国の再犯防止推進計画（５年間） 
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１－６ 計画の基本方針と重点課題          
 

 

１－６－１ 計画の基本方針 
 

 再犯防止推進法、国の再犯防止推進計画に掲げられている５つの基本方針及び愛媛県の

計画を勘案し、本市では３つの基本方針のもと、再犯を防止し、安全で安心して暮らせる

社会の実現に向けて取り組みます。 
 

３つの基本方針 

① 犯罪をした者等が、地域社会で孤立することなく、再び社会の一員になることができる

よう「誰一人取り残さない」社会の実現に向けて、国、県、更生保護関係団体及び地域

の皆さんと連携協力し、再犯防止推進に取り組みます。 

② 経歴、性格、交友関係、性別、年齢、家庭環境、経済的状況等、出所者等の特性に応じ

た切れ目のない指導及び支援の充実に取り組みます。 

③ 犯罪や非行のない明るい社会を目指し、市民の皆さんに再犯防止の取組をわかりやすく

広報・啓発し、犯罪に戻らない、戻さない地域社会を築きます。 

 

 

 

１－６－２ 計画の重点課題 
 

 再犯防止推進法や、これに基づく国の計画及び愛媛県再犯防止推進計画に掲げる

重点課題を踏まえ、以下の６つの項目を本計画の重点課題とし、関係機関、更生保

護関係団体等と連携を図りながら取り組みます。 

 
 

６つの重点課題 

 

① 就労・住居の確保 

② 保健医療・福祉サービス利用の促進 

③ 非行の防止及び学校等と連携した修学支援 

④ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な支援 

⑤ 民間協力者の活動の促進や広報・啓発活動の推進 

⑥ 関係機関・更生保護関係団体等との連携強化 
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【参考】 

国 の 再 犯 防 止 推 進 計 画 
 

５つの基本方針 
 

① 犯罪をした者等が、多様化が進む社会において孤立することなく、再び社会を構成する一員

となることができるよう、あらゆる者と共に歩む「誰一人取り残さない」社会の実現に向け、

関係行政機関が相互に緊密な連携をしつつ、地方公共団体・民間の団体その他の関係者との

緊密な連携協力をも確保し、再犯の防止等に関する施策を総合的に推進すること。 

② 犯罪をした者等が、その特性に応じ、刑事司法手続のあらゆる段階において、切れ目なく、

再犯を防止するために必要な指導及び支援を受けられるようにすること。 

③ 再犯の防止等に関する施策は、生命を奪われる、身体的・精神的苦痛を負わされる、あるい

は財産的被害を負わされるといった被害に加え、それらに劣らぬ事後的な精神的苦痛・不安

にさいなまれる犯罪被害者等が存在することを十分に認識して行うとともに、犯罪をした者

等が、犯罪の責任等を自覚し、犯罪被害者の心情等を理解し、自ら社会復帰のために努力す

ることの重要性を踏まえて行うこと。 

④ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪及び非行の実態、効果検証及び調査研究の成果等を踏ま

え、必要に応じて再犯の防止等に関する活動を行う民間の団体その他の関係者から意見聴取

するなどして見直しを行い、社会情勢等に応じた効果的なものとすること。 

⑤ 国民にとって再犯の防止等に関する施策は身近なものではないという現状を十分に認識し、

更生の意欲を有する犯罪をした者等が、責任ある社会の構成員として受け入れられるよう、

再犯の防止等に関する取組を、分かりやすく効果的に広報するなどして、広く国民の関心と

理解が得られるものとしていくこと。 

７つの重点課題 
① 就労・住居の確保等 

② 保健医療・福祉サービスの利用の促進等 

③ 学校等と連携した修学支援の実施等 

④ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等 

⑤ 民間協力者の活動促進等、広報・啓発活動の推進等 

⑥ 地方公共団体との連携強化等 

⑦ 関係機関の人的・物的体制の整備等 

 

愛 媛 県 再 犯 防 止 推 進 計 画 

基本方針 

  国計画に掲げられている５つの基本方針と７つの重点課題を勘案し、県民の理解と協力を

得つつ、本県の状況に応じて、犯罪をした者等が地域社会で孤立することなく、必要な支援

等に円滑につながり、再び犯罪等に陥ることを防止するための息の長い取組を実施し、もっ

て、県民が安全に安心して暮らせる社会の実現に向けて、次の重点課題に取り組みます。 
 

６つの重点課題 

① 国・市町・民間団体等との連携強化等 

② 就労・住居の確保 

③ 保健医療・福祉サービス利用の促進 

④ 非行の防止及び学校等と連携した修学支援の実施 

⑤ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な支援の実施 

⑥ 民間協力者の活動の促進や広報・啓発活動の推進 
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第２ 重点課題の取組事項 
 

２－１ 就労・住居の確保 

 
 
 

 

２－１－１ 就労の確保 
 

（１）現状と課題 

本市では、刑務所等を出所後、再び犯罪をして入所した約６割の人が再犯時には無職

者であり、再犯時の年齢別無職者の割合は、６５歳以上の高齢者では８割を超えていま

す。こうした状況は、前科があることや高齢者であることなどから求職活動が円滑に進

まないことや、一旦就職しても、職場での人間関係が充分に構築できないなどの理由で

離職してしまうことから生じていると考えられます。したがって、少しでも再犯のリス

クを回避するためには、出所者等の状況や適性を考慮した上で、安定した就労を確保す

ることが重要です。 

そこで、刑務所出所者等の就労の機会の拡大、協力雇用主の意義や社会的地位の向

上、支援制度の普及啓発に努める取組が必要です。 

 

刑法犯検挙者数中再犯者の状況（松山市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

出所後に安定した生活を送ることができるよう、就労・住居を確保するための取

組を進めます。 

   

再犯者の有職者・無職者別割合 

 

 
無職者数(人) Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 

未成年 33 26 21 12 15 

20～64歳 222 162 193 141 159 

高齢者(65歳以上) 149 134 120 109 108 

合計 404 322 334 262 282 
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出典：愛媛県警 

再犯者の年齢別無職者の割合 

 

 

H28 H29 H30 R1 R2

有職者 232 216 264 190 179

無職者 404 322 334 262 282
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（２）今後本市が取り組む施策 
 

保護観察対象少年の雇用 人事課 

松山保護観察所と協力・連携し、保護観察対象少年を、民間就労へのつなぎを前提に市

で任用することを検討します。 

農業への就労機会の拡大 農水振興課 

農業分野での新規就業者の掘り起こしや定着までを支援する事業について、ＪＡ等関係

機関と連携し、農福連携等を推進します。 

また、関係機関や関係団体に情報提供します。 

生活困窮者自立支援制度の就労準備支援 生活福祉総務課 

直ちに一般就労が困難な生活困窮者に、就労に向けた動機付けや基礎能力の形成を図る

ため、必要に応じた支援を実施します。 

障がい者への就労支援 
障がい福祉課 

保健予防課 

障害者総合支援法に基づき、国や愛媛県、障害福祉サービス事業所（民間団体等）、就

労支援専門員（市障がい福祉課内に設置）などの関係機関等と連携しながら、就労に関

するサービスを提供します。 

また、ハローワークや愛媛県障害者職業センター等と連携し、一般企業等への就労を支

援します。 

協力雇用主の社会的評価の向上 契約課 

公共調達での協力雇用主の社会的評価の向上について、他市の動向を注視しながら検討

します。 

新たな協力雇用主等確保のための情報提供 地域経済課 

「松山しごと創造センター」などに協力雇用主への支援制度等についてのリーフレット

を設置したり、市のホームページでお知らせするなど、新たな協力雇用主開拓に協力し

ます。また、コレワーク四国（高松矯正管区矯正就労支援情報センター室）等の関係機

関と連携して、刑務所出所者等の就労の確保に努めます。 

矯正施設在所中のマイナンバーカード申請方法の 

情報提供 
市民課 

出所後に必要なサービスの申請や、就労、住居の契約をスムーズに行えるよう、

本人確認書類として使えるマイナンバーカードの申請方法について、要請に応じ

て矯正施設在所中に情報提供します。 
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（３）国や県の取組 

 

（３）-１ 国の主な取組 

矯正就労支援情報センター室（通称「コレワーク」）を設置し、矯正施設・保護観

察所・ハローワークが相互に連携し、求人・求職のマッチングの強化、協力雇用主の

開拓・確保などの就労支援に取り組んでいます。 

 

（３）-２ 県の主な取組 

基本的な方向性 具体的な取組 

就労に必要な基礎知識や技能

等の習得  

関係機関と協力し、支援対象者個々の特性や実情に

応じた就労支援事業へのコーディネートを行い、就

労後の生活安定に向けたフォローアップを含めた立

ち直り支援に取り組んでいます。 
就職や職場定着に向けた相

談・支援の取組  

協力雇用主の確保等  協力雇用主の社会的評価の向上に努めています。 

事業者の更生保護活動に対す

る支援  

協力雇用主による雇用が円滑に実施されるよう、コ

レワーク等と協力し、研修会を開催しています。 

福祉的な支援が必要な人に対

する就労支援  

障害者就業・生活支援センター等関係機関との連携

により福祉的就労につなげています。 

一般就労と福祉的就労の狭間

にある者の就労の確保  

ソーシャルファームの活用を検討しています。 

保護観察対象者の雇用  保護観察対象少年を、民間就労へのつなぎを前提に

会計年度任用職員として雇用することを検討してい

ます。 
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罪を犯して刑務所や少年院に入っている人と、事業主の皆様とをつなぐ 

お手伝いをする法務省の機関です。 

 
 

 
 

事業主の悩みや不安を解消するために、セミナーや相談会など開催しています。 

 

 

 

 

雇用支援セミナー   個別相談会    刑務所・少年院スタディツアー 

 

  

 とは 

コレワーク（矯正就労支援情報センター室） 

ｘ  
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２－１－２ 住居の確保 

 

（１）現状と課題 

犯罪をした人等は、親族等との関係が維持できなくなり、それまで住んでいた場所に戻

れない場合や、頼るべき人がいないなどの理由で、帰住先がないまま矯正施設を出る人も

います。 

また、高齢者、障がい者、要介護者等直ちに自立した生活を送ることに困難を抱えた人が

社会から孤立することなく安心して暮らせるよう、状況に応じた住居の確保が重要です。 

 

（２）今後本市が取り組む施策 
 

市営住宅での受け入れ 住宅課 

高齢者、障がい者、ＤＶ被害者、子育て世帯などで特に住宅に困窮する世帯に対し、優

先的に入居できるよう優遇を図ります。 

また、入居に際し、直ちに保証人を確保することが困難な方については、保証人の確

保を猶予し、そのことで入居が拒まれることのないよう配慮します。 

犯罪をした者等の入居を拒まない民間賃貸住宅の普及や 

支援等 
住宅課 

改正住宅セーフティネット法等により、保護観察対象者及び更生緊急保護対象者

が住宅確保要配慮者として定義付けられており、法に基づきそれらの方の入居を

拒まない民間賃貸住宅の周知啓発を推進します。 

愛媛県居住支援協議会と連携した住宅の確保に配慮が 

必要な人への支援 

住宅課 

生活福祉総務課 

高齢福祉課 

障がい福祉課 

子育て支援課 

保健予防課 

愛媛県、県内２０市町の福祉部局及び住宅部局、家主、ＮＰＯ法人等民間協力団

体、宅建協会等から構成される愛媛県居住支援協議会と連携し、住宅の確保に配

慮が必要な人への支援について充実を図ります。 

生活困窮者自立支援制度の住居確保給付金の支給 生活福祉総務課 

離職(申請時点で２年以内)等により、住居を喪失又は喪失するおそれのある人

が、安心して求職活動ができるよう、原則３か月を限度に住宅支援給付を行い、

支給期間中は、就労支援員等が離職者の早期就労へ向けた支援を行います。 
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高齢者への住居確保の情報提供や支援 高齢福祉課 

地域包括支援センター等と適宜連携し、支援の必要に応じて養護老人ホーム等の入

所できる施設の情報を提供します。 

障がい者への住居確保の情報提供や支援 障がい福祉課 

市の障がい者総合相談窓口や南部、北部の障がい者地域相談支援センターにて、

障がい者の住居の確保を支援します。 

また、住宅課と連携し、住居の確保を支援します。 

要介護者への住居確保の情報提供や支援 介護保険課 

施設の入所については、地域包括支援センターや介護事業所、医療機関などの関

係団体、国や県と連携して住居の確保を支援します。 

矯正施設在所中のマイナンバーカード申請方法の 

情報提供【再掲】 
市民課 

出所後に必要なサービスの申請や、就労、住居の契約をスムーズに行えるよう、

本人確認書類として使えるマイナンバーカードの申請方法について、要請に応じ

て矯正施設在所中に情報提供します。 

 

（３） 国や県の取組 
 

（３）-１ 国の主な取組 

受刑者等で直ちに帰住先が確保できない者を更生保護施設で一時的に受け入れる機能

を強化し、満期釈放が見込まれ、帰住先が確保されていない受刑者について、刑事施設

と保護観察所が連携し、刑事施設在所中から更生保護施設等への受け入れについて事前

調整を行うほか、自立準備ホームの確保などに取り組んでいます。 
 

（３）-２ 県の主な取組 

基本的な方向性 具体的な取組 

地域社会での定住先確保、

社会復帰のための支援  
借り上げ住居等で働ける就労先の確保や、保護観察対

象者等を含めた住宅確保要配慮者の入居を拒まない民

間賃貸住宅登録制度の普及を促進しています。 賃貸住宅の供給促進  

公営住宅への受け入れ  保証人を確保できない低所得者等に配慮しています。 

一時的な居場所の確保  自立準備ホーム制度の周知に協力しています。  
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２－２ 保健医療・福祉サービス利用の促進 
 
 

 

 

 

 

（１）現状と課題 
 

出所者等の中には、高齢者、障がい者、要介護者など自立した生活を送るために支援

が必要な人がいます。これらの人が出所後に安心して生活を送るため、関係機関や関係

団体が、出所者等に対し相互に連携し、必要な保健医療や福祉サービスを受けることが

できるよう、切れ目のない支援体制を構築することが重要です。 

 

（２）今後本市が取り組む施策 
 

生活困窮者自立支援制度等を利用した出所後の相談

や支援 
生活福祉総務課 

生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立

相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給その他の支援を行います。 

高齢者へのサービスを円滑に受けるために必要な 

情報提供や支援 
高齢福祉課 

地域包括支援センター等と適宜連携し、独居高齢者の見守りや、健康の維持、保

健・福祉・医療の向上のための様々な相談や支援を実施します。 

障がい者へのサービスを円滑に受けるために必要な 

情報提供や支援 

障がい福祉課 

保健予防課 

市の障がい者総合相談窓口や南部、北部の障がい者地域相談支援センター等にて、

自立した生活に向けての情報提供や相談、支援を行います。 

要介護者へのサービスを円滑に受けるために必要な 

情報提供や支援 介護保険課 

地域包括支援センターや介護事業所、医療機関などの関係団体、国や県と連携して

必要な保健医療・福祉サービスが受けられるよう総合的な支援を行います。 

出所後に自立した生活を送るために支援が必要な人が、円滑に保健医療・福祉

サービスを受けることができるよう取り組みます。 
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薬物依存症者等に対する支援団体への支援 保健予防課 

愛媛県心と体の健康センター、医療機関等と連携を図り、えひめダルク等薬物やア

ルコール依存症者等の支援団体に対し、必要な支援を行います。 

薬物依存症者等やその家族に対する支援 保健予防課 

松山保護観察所と連携し、こころの健康相談や家庭訪問を行うことで、薬物やアル

コール依存症者等とその家族などの相談に応じ、必要なサービスにつないだり、支

援を行います。 

「ダメ。ゼッタイ。」普及運動 医事薬事課 

国、県、公益財団法人麻薬・覚せい剤乱用防止センターと連携し、啓発や募金活動

に協力します。 

薬物乱用防止教室の開催 市民生活課 

愛媛県警察と連携して、市内の小、中学校の児童、生徒を対象に、たばこの害、危

険ドラック等の薬物乱用防止教室を実施します。 

 

（３）国や県の取組 

（３）-１ 国の主な取組 

出所者等で帰住先が確保されていない高齢者や障がいのある人等が、必要な保健医療

や福祉のサービスを円滑に利用できるよう、矯正施設及び更生保護施設に社会福祉士の

資格を有する福祉専門員を配置するとともに、矯正施設、保護観察所、愛媛県地域生活

定着支援センターと連携し、出所後の支援につなげる特別調整の取組を行っています。 

また、薬物依存からの回復に向け、松山刑務所では「薬物依存離脱指導」を、松山

学園では「薬物非行防止指導」を、松山保護観察所では「薬物再乱用防止プログラム」

を実施しています。 
 

（３）-２ 県の主な取組 

基本的な方向性 具体的な取組 

福祉的支援の実施体制の充実  必要なサービスにつながるよう、関係機関による研

修・意見交換等や、矯正施設等と連携した手続の円滑

化に取り組んでいます。 
保健医療・福祉サービスの 

提供 

薬物依存症に関する広報・相

談支援の充実  

相談窓口や治療可能な医療機関、民間の回復支援施設

等について、関係機関を通じて周知を行っています。 

治療・支援を提供する保健・

医療機関等の充実  

専門医療機関及び治療拠点機関の選定に努めるなど医

療の提供体制を整備し、ネットワーク化を図るととも

に、刑事司法手続を終了する者への地域での支援につ

いて検討しています。 
関係機関・団体等の連携強化  
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２－３ 非行の防止及び学校等と連携した修学支援 

 

 

 

 

（１）現状と課題 

非行や少年犯罪の背景には、学校等でのいじめ、虐待や相対的貧困等家庭での問

題、居場所がなく孤独を感じるなどの精神的な問題、障がい等様々な課題が複雑に

絡み合っていると考えられます。 

本市での令和元年度の高等学校進学率は９８．８％で、ほとんどの人が高校へ進

学しており、少年にとって、学校が重要な居場所になっています。 

そこで、非行等を原因として高等学校を中退することがないよう、家庭や学校等

の教育機関との連携の下、非行や犯罪等の未然防止に取組むとともに、非行等によ

る修学の中断を防止し、立ち直りの支援を進めることも再犯防止にとって重要です。 

 

（２）今後本市が取り組む施策 
 

 

「子ども総合相談」での助言や支援 
子ども総合相談 

センター事務所 

子育て、不登校・いじめ、児童虐待、問題行動・非行など、０～１８歳の子どもに

関する様々な相談を受け付け、関係機関と連携し、必要な助言や支援を行います。 

また、悩みや不安を抱える家庭が孤立しないよう様々な媒体を活用し「子ども総合

相談」の普及・啓発を図ります。 

非行等を理由とする修学中断の防止 
教育支援センター 

事務所 

非行その他の問題行動による不登校又はその傾向にある小・中学校の児童・生徒を

対象として「松山市自立支援教室」を運営し、学習や体験活動を通して自立や学校

生活への復帰を支援します。 

また、問題行動に対し、学校からの要請に基づく教育指導員等の派遣や関係機関と

連携・協力し、指導助言を行います。 

  

家庭や学校との連携の下、非行や犯罪防止と修学支援を推進していきます。 
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関係機関と連携した青少年の非行防止活動の推進等 
教育支援センター 

事務所 

警察や学校などの関係機関や青少年の非行防止活動に関係する団体と連携しなが

ら、街頭の巡回や見守り活動・広報啓発活動等により、非行防止及び健全育成に取

り組みます。 

「ダメ。ゼッタイ。」普及運動 【再掲】 医事薬事課 

国、県、公益財団法人麻薬・覚せい剤乱用防止センターと連携し、啓発や募金活動

に協力します。 

薬物乱用防止教室の開催 【再掲】 市民生活課 

愛媛県警察と連携して、市内の小・中学校の児童・生徒を対象に、たばこの害、危

険ドラック等の薬物乱用防止教室を実施します。 

 

（３） 国や県の取組 

（３）-１ 国の主な取組 

「松山法務少年支援センター（松山少年鑑別所）」では、少年や保護者等から、非

行等や問題行動などの相談に応じているほか、児童相談所、学校等教育機関や関係機

関、団体等と連携を図り、地域社会での非行、犯罪の防止や青少年の健全育成に関す

る活動支援を行っています。 

 また、円滑な学びの継続のため、矯正施設内での高等学校卒業程度認定試験の実施、

出院後の修学支援や情報提供、少年院在院中の高等学校等の受験に関する調整を行い

ます。 

  

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

松山法務少年支援センター 
（松山少年鑑別所） 

松山法務少年支援センターでは、御本人や御

家族の方、学校の先生、子ども・若者の支援

等に当たっておられる方などからの心理相談

に応じています。非行問題に限らず、子育て

や子どもの教育・指導等にも応じており、未

成年に限らず、成年の方の相談も受けていま

す。 

⚫ 主な相談内容 

非行、犯罪行為、親子関係、職場や学校など

でのトラブル、交友関係等 
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 〇警察 

 

 

 

 

（３）-２ 県の主な取組 

基本的な方向性 具体的な取組 

学校での適切な教育・ 

指導の実施  
関係職員や地域の青少年健全育成関係民間協力

者等が適切な相談支援ができるよう、松山法務

少年支援センター等と連携を図りながら、知

識・対応力向上に取り組んでいます。 
地域での少年の立ち直り支援  

学校や地域での学び直しのた

めの支援  

自立援助ホームに入居中の少年の学び直し支援

や、中途退学した生徒への再修学に関する情報

提供などを行っています。 

少年院や保護観察所等と連携

した取組の検討  

少年院在院中又は出院後に復学する者等につい

てケース検討会を実施するなど、円滑な学びを

継続します。また、松山学園での読書の取組に

協力しています。 

     

松山学園 （少年院） 

 

松山学園では、家庭裁判所で第一種の少年

院送致決定を受け、短期間（６か月以内）

又は特別短期間（４か月以内）の勧告を受

けた１４歳以上２０歳未満の男子少年を収

容し、改善更生と円滑な社会復帰を実現す

るための矯正教育と必要な支援を実施して

います。義務教育未修了者は「短期義務教

育課程」に、それ以外の者は「短期社会適

応課程」のコースに割り振られ、それぞれ

の個人別矯正教育計画により矯正教育を実

施しています。 
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２－４ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な支援 

 

 

 

 
（１）現状と課題 

 

再犯を防止するために効果的な指導等を行うには、犯罪や非行の内容はもとよ

り、対象者それぞれの経歴、性格、交友関係、性別、年齢、家庭環境、経済的状況等

の出所者等の特性を適切に把握した上で、その人に必要な指導や支援を行うことが効果的

であると考えます。 

そこで、対象者の特性や必要な支援を的確に把握し、関係機関や民間団体等と連携し

た支援等の取組を進めていくことが再犯防止に重要です。 

 

（２）今後本市が取り組む施策 
 

 

松山市男女共同参画推進センターでの女性相談及び男性

相談による助言や支援 
市民生活課 

松山市男女共同参画推進センター（コムズ）では、女性相談及び男性相談の窓口

を設置し、電話や面談で男女の特性に応じた家族関係、社会での人間関係等様々

な相談に応じており、必要な助言や支援につなぎます。 

非行のある少年等の社会貢献活動への協力 市民生活課 

松山保護観察所や松山学園等が実施する、非行のある少年等の立ち直りを目的と

した社会貢献活動に更生保護関係団体と共に協力します。 

薬物乱用防止教室の開催 【再掲】 市民生活課 

愛媛県警察と連携して、市内の小・中学校の児童・生徒を対象に、たばこの害、

危険ドラッグ等の薬物乱用防止教室を実施します。 

  

経歴、性格、交友関係、性別、年齢、家庭環境、経済的状況等、出所者等の特性

に応じた指導及び支援の充実に取り組みます。 
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「子ども総合相談」での助言や支援【再掲】 
子ども総合相談 

センター事務所 

子育て、不登校・いじめ、児童虐待、問題行動・非行など、０～１８歳の子ども

に関する様々な相談を受け付け、関係機関と連携し、必要な助言や支援を行いま

す。 

また、悩みや不安を抱える家庭が孤立しないよう様々な媒体を活用し「子ども総

合相談」の普及・啓発を図ります。 

非行等を理由とする修学中断の防止【再掲】 
教育支援センター 

事務所 

非行その他の問題行動による不登校又はその傾向にある小・中学校の児童・生徒

を対象として「松山市自立支援教室」を運営し、学習や体験活動を通して自立や

学校生活への復帰を支援します。 

また、問題行動に対し、学校からの要請に基づく教育指導員等の派遣や関係機関

と連携・協力し、指導助言を行います。 

関係機関と連携した青少年の非行防止活動の推進等 

【再掲】 

教育支援センター 

事務所 

警察や学校などの関係機関や青少年の非行防止活動に関係する団体と連携しなが

ら、街頭の巡回や見守り活動・広報啓発活動等により、非行防止及び健全育成に

取り組みます。 

「ダメ。ゼッタイ。」普及運動 【再掲】 医事薬事課 

国、県、公益財団法人麻薬・覚せい剤乱用防止センターと連携し、啓発や募金活

動に協力します。 
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（３） 国や県の取組 

（３）-１ 国の主な取組 

性犯罪者、暴力団関係者等再犯リスクが高い者、少年・若年者、被虐待体験や摂食

障がい等の問題を抱える女性など、それぞれの対象者の特性に応じた指導及び支援の

充実を図り、犯罪被害者の視点を取り入れた指導及び支援等を実施しています。 

（３）-２ 県の主な取組 

基本的な方向性 具体的な取組 

特性に応じた効果的な支援 
（少年、子どもへの暴力的性犯

罪者、ストーカー加害者等） 

保護処分の審判を受けた触法少年については、

特性に応じ、法務少年支援センターや保健・医

療機関等の関係機関とも協働し、少年自らの行

動改善に向けた気づきを促す支援を行っていま

す。 
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２－５ 民間協力者の活動の促進や広報・啓発活動の推進 

 

 

（１） 現状と課題 

 
再犯防止への取組は、保護司会や更生保護女性会等の更生保護関係団体の協力により

支えられていますが、立ち直りを支援する活動は一般的にあまり身近に感じられず、 

関心や理解を得にくいという課題があります。 

そこで、更生保護関係団体の活動促進に協力するとともに、社会を明るくする運動や

再犯防止に関する広報・啓発活動を推進し、犯罪をした者等の立ち直りを支援するため

には、地域社会全体で理解を促進していくことが重要です。 
 

 

（２）今後本市が取り組む施策 
  

矯正展への参加 市民生活課 

刑務所作業製品の展示即売会や、矯正行政及び刑務作業の広報を行う等、地域の

皆さんの理解促進を目的に開催している「矯正展」に、様々な形で参加、協力し

ます。 

更生保護関係団体の活動の周知・啓発 市民生活課 

本市で再犯防止推進のために活動されている更生保護関係団体等の様々な活動について

市のホームページでお知らせする等周知啓発を行います。 

自立準備ホームの周知・啓発 市民生活課 

出所後直ちに適当な帰住先を見つけることが困難な人が、自立した生活ができる

までの間、一時的に生活することができる自立準備ホームについて、市のホーム

ページでお知らせするなど必要な情報発信を行い、制度の周知や登録数の増加に

つながるよう協力します。 

更生保護関係団体の活動促進に協力するとともに、それぞれの立場から犯罪

をした人等の立ち直りを支援します。また、犯罪や非行のない明るい社会を

目指して実施している「社会を明るくする運動」や再犯防止に関する広報・

啓発活動を推進し、犯罪に戻らない、戻さない地域社会を築きます。 
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松山市と松山刑務所が共催で開催した矯正展の様子 

  

「社会を明るくする運動強調月間」及び「再犯防止啓発月間」

での周知・啓発 
市民生活課 

「社会を明るくする運動強調月間」で、松山地区保護司会を中心に更生保護関係団体や

地域関係団体等が取り組まれる様々な活動の周知啓発等に協力します。 

また、「再犯防止啓発月間（７月）」に、各種会議や、市ホームページ等で、再犯防止

についての広報活動を集中的に実施します。 

保護司適任者確保への啓発・協力 市民生活課 

町内会長、自治会長などを通じて、減少傾向にある保護司を新たに志す人の増加を目的

に、地域での保護司適任者の勧誘の機会を設けます。また、市職員にも保護司の存在意

義や活動について周知するとともに、推薦や立候補の呼びかけを行います。 

保護司適任者確保への啓発・協力 職員厚生課 

毎年１月、３月に開催されている市職員の退職者説明会で、減少傾向にある保護司を新

たに志す人の増加を目的に、保護司の存在意義や活動について周知するとともに、推薦

や立候補を呼び掛ける機会を設けます。 

「刑を終えて出所した人」の人権を守るための人権学習会等の

実施 
人権啓発課 

地域社会など周囲の人々が刑を終えた人への理解を深められるよう、人権学習会等で、刑を

終えて出所した人に対する偏見や差別意識の解消に向けた教育・啓発活動を行います。 
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（３）国や県の取組 

（３）-１ 国の主な取組 

民間ボランティアの活動促進を図るため、研修会等の開催や、広報の充実、更生保護

関係団体の活動を体験する機会の提供のほか、保護司の活動拠点である更生保護サポー

トセンターの設置の推進を図ってきました。 

また、矯正施設の工事の調達について、協力雇用主の出所者等の雇用実績等を評価す

る総合評価落札方式による競争入札を実施しており、協力雇用主の社会的評価を高める

取組を行っています。 

（３）-２ 県の主な取組 
 

基本的な方向性 具体的な取組 

民間ボランティアの活動に係

る支援  

就労、修学、福祉等に関する相談窓口や指導・支

援内容に応じた専門機関・制度等のリーフレット

等を作成し、社会復帰支援機関に配布し、活用し

ています。 更生保護活動者に対する顕彰  

広報・啓発活動の推進  
矯正施設等が実施する施設見学会や地域交流事業

等への参画、県民への広報に協力しています。 
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２－６ 関係機関・更生保護関係団体等との連携強化 

 

 

（１） 現状と課題 

 
本市では、保護司会や更生保護女性会、愛媛県更生保護会、ＢＢＳ会、愛媛県就労支

援事業者機構等、多数の更生保護関係団体の方々が活動されていますが、加速する少子

高齢化や人間関係の希薄化などの社会情勢を背景に、保護司などの民間ボランティアが

減少傾向にあるという課題があります。 

国や愛媛県、関係機関や更生保護関係団体と連携し、適切な役割分担の下、再犯防止

推進に取り組むことが重要です。 

 

（２）今後本市が取り組む施策 
  

出所者等への必要な支援やサービスの案内 市民生活課 

支援が必要な出所者等が、どこでどのような支援やサービスを受けることができ

るのか、分かりやすく案内できるよう、矯正施設や更生保護施設「愛媛県更生保

護会」等と連携して取り組みます。 

関係機関と更生保護関係団体等とのネットワーク形成の推進 市民生活課 

関係機関や県と連携し、矯正施設の心理や教育等の専門職員や、更生保護関係団

体等との交流の機会を設け、ネットワークの形成を推進します。 

松山市再犯防止推進会議の開催 市民生活課 

松山市再犯防止推進会議を必要に応じて開催し、「松山市再犯防止推進計画」に

盛り込まれた施策の実施や進捗状況について情報を共有し、また、再犯防止に係

る課題や対策について検討します。 

犯罪をした人等の立ち直りを切れ目なく支援していくため、国、愛媛県、関係機

関と連携し、更生保護関係団体の皆さんと力を合わせ、再犯防止推進への取組を

進めます。 
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全国の自治体や矯正施設所在自治体とのネットワーク形成の

推進 
市民生活課 

法務省主催の「市町村再犯防止等推進会議」や、本市が会員となっている「矯正施設所在

自治体会議」からの情報を共有し、再犯の防止等の推進に関する施策の企画や実施などの

課題等についてネットワークを形成し、連携を図ります。 

愛媛県内の自治体とのネットワーク形成の推進 市民生活課 

愛媛県の再犯防止推進に関する会議や研修会に出席し、県内の再犯の防止に関する

施策や課題などについて情報共有を行い、ネットワークを形成し、連携を図ります。 

矯正施設への除籍本の提供 
中央図書館 

事務所 

松山市立中央図書館で不要となった除籍本を、入所者の矯正教育や更生に役立て

るため、矯正施設からの要望により無償で提供します。 

更生保護関係団体の活動への協力 市民生活課 

松山地区更生保護サポートセンターを地域での更生保護活動の拠点とするとともに、本市

で再犯防止推進のために取り組まれている更生保護関係団体等と連携・協力していくこ

とで、安全・安心なまちづくりを目指します。 

「刑を終えて出所した人」の人権を守るための人権学習会等

の実施 【再掲】 
人権啓発課 

地域社会など周囲の人々が刑を終えた人への理解を深められるよう、人権学習会等で、刑を

終えて出所した人に対する偏見や差別意識の解消に向けた教育・啓発活動を行います。 

矯正展への参加【再掲】 市民生活課 

刑務所作業製品の展示即売会や、矯正行政や刑務作業の広報を行うことで、矯正

行政の理解促進を深めることを目的に開催している矯正展に、様々な形で参加、

協力し、再犯防止について市民の理解促進に努めます。 

保護司適任者確保への啓発・協力 【再掲】 市民生活課 

町内会長、自治会長などを通じて、減少傾向にある保護司を新たに志す人の増加を目的

に、地域での保護司適任者の勧誘の機会を設けます。 
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（３） 国や県の取組 

（３）-１ 国の主な取組 

矯正施設入所者が出所後、自立した生活を送ることができるよう、司法手続中に、

関係機関や更生保護関係団体と連携し就労支援や住居の確保、必要な矯正教育、福祉

サービスへのつなぎを行っているほか、法務省が「再犯防止シンポジウム」や「市町

村再犯防止等推進会議」等を開催し、関係機関、市町村、更生保護関係団体が連携し

切れ目のない支援を行うことができるよう取り組んでいます。 

（３）-２ 県の主な取組 

基本的な方向性 具体的な取組 

国、民間団体等との連携強化

への取組  

国、地方公共団体、関係機関、民間協力者等の地

域ネットワークを構築し、全ての支援対象者及び

その家族等に対する一元的な相談体制の整備や、

地域資源の充実を図っています。 市町と連携した施策の推進  

 

  

保護司適任者確保への啓発・協力 【再掲】 職員厚生課 

毎年１月、３月に開催されている市職員の退職者説明会で、減少傾向にある保護司を新

たに志す人の増加を目的に、保護司の存在意義や活動について説明し、保護司適任者の

推薦や立候補を呼び掛ける機会を設けます。 

社会を明るくする運動強調月間」及び「再犯防止啓発月間」

での周知・啓発 【再掲】 
市民生活課 

「社会を明るくする運動強調月間」で、松山地区保護司会を中心に更生保護関係団体や

地域関係団体等が取り組まれる様々な活動の周知啓発等に協力します。 

また、「再犯防止啓発月間（７月）」に、各種会議や、市ホームページ等で、再犯防止

についての広報活動を集中的に実施します。 

矯正施設在所中のマイナンバーカード申請方法の 

情報提供 【再掲】 
市民課 

出所後に必要なサービスの申請や、就労、住居の契約をスムーズに行えるよう、 

本人確認書類として使えるマイナンバーカードの申請方法について、要請に応じ

て矯正施設在所中に情報提供します。 
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２－７ 更生保護関係団体の取組事項 
 

松山地区保護司会 

（団体の紹介） 

 松山地区保護司会は、愛媛県の中心地区の松山市及び東温市の２つの市にまたが

る地区会です。保護司の定数は２３３名ですが、現在の保護司数は約２００名で

す。松山地区保護司会の中は、地域別に第１分区から第１２分区、北条分区及び中

島分区の１４分区に分かれている稀有な大世帯の地区会となっています。 

 昭和２７年の地区会発足当時は松山の東地区、松山の西地区の２つの地区会でし

たが、昭和３７年に合併して現在の松山地区保護司会の規模となりました。その後

の市町村合併の結果、現在は松山市及び東温市の２つの市にまたがる松山地区保護

司会となっています。 

 

（組織と活動内容） 

 １４分区の分区長が理事となり、理事会を構成。理事の中から会長１名を選出し、

会長が選出された分区は新分区長を選出します。 

また理事の中から４名の副会長を選出。監事は２名。 

地区会に総務部会、犯罪予防活動部会、研究・研修部会及び協力組織部会の４つ

の専門部会があり、各分区から１名が参加しています。１４名の会員の中から、部

会長・副部会長を選出。地区会の４名の副会長は、４つの専門部会の担当部長とし

てアドバイザー的な役割を担っています。 

【各部会の役割】 

総務部会・・・・・総会及び顕彰式典を実施 

犯罪予防活動部会・社会を明るくする運動を担当し、パレード等を運営 

研究・研修部会・・保護観察所とともに３回の地域別定例研修を開催し、 

１回の自主研修会を運営 

協力組織部会・・・更生保護女性会及びＢＢＳ会との連携協力 

 

平成２８年１０月３日、竹原町浄水場事務所２階へ松山地区更生保護サポート 

センターを開設して以降は、企画調整保護司で松山地区保護司会の運営に関わって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    松山地区保護司会総会         社会を明るくする運動  
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更生保護活動の拠点となる松山地区更生保護サポートセンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  保護司の主な活動内容 
 

 更生保護は、地域の中で行われる必要があるため、地域の実情に詳しい人

を保護司法に基づき、非常勤の国家公務員として法務大臣から委嘱していま

す。 

 保護観察官と協力し、次のような活動を行います。なお、民間のボランテ

ィアであるため、給与は支給されず、実費弁償金が支給されます。 
 

保護観察  更生保護の中心となる活動で、犯罪や非行をした人に、更生を図るた

めの遵守事項を守るよう指導するとともに、生活上の助言や就労の援助などを行

い、立ち直りを支えます。 

 

生活環境調整  少年院や刑務所に収容されている人が、釈放後にスムーズに社会

復帰できるよう、住居・就労の確保に必要な受け入れ態勢を整えます。 

 

犯罪予防活動  犯罪や非行をした人の改善更生について地域社会の理解を深める

とともに、犯罪や非行を未然に防ぐため、毎年７月の「再犯防止啓発月間」、「社

会を明るくする運動強調月間」等の機会を通じて、犯罪予防活動を促進します。 
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松山地区更生保護女性会 

  

（団体の紹介） 

 昭和２７年５月、少年更生保護婦人会として「青少年に母の愛を」のスローガ

ンを掲げて発足し、呼称は変わりましたが、活動の目的は、女性として、母の立

場として更生保護のボランティア団体として定着しました。順次、ほとんどの地

域に支部を設置し、現在１８支部、１,０００名程度の会員で活動をしていま

す。 

 三者宣言に沿って、矯正施設・更生保護施設等との連携を図りながら、それぞ

れの支部の特徴を活かした活動を行っています。 

 活動の財源は、会員会費と物品販売に合わせ松山市・他団体からの助成金と篤

志家による賛助会費です。 

 

（活動内容） 

・松山刑務所      矯正展・運動会への参加、毎月の誕生会への訪問 

・松山学園       観桜会・盆踊り大会・コンサート・入卒業式への参加 

・更生保護施設雄郡寮  ガレ－ジセールの主催 

           月１回の夕食支援（手づくりでおふくろの味を） 

・社会貢献活動     制度化に先駆け、平成２４年度から松山地区単独で創

生６０周年を記念して松山城堀之内さくら広場の除草

作業を松山保護観察所の協力を得て継続しています。 

・広報紙        平成１９年度に“まつやま更女だより”を創刊し、令

和２年で１４号となります。 

・会員相互の親睦    年に１度の会員１日研修旅行、恒例の新年会は大勢の

参加で盛り上がります。 

            理事研修は各地の刑務所・少年院・更生保護施設等を

訪問し実態を知識として得ています。 

・社会を明るくする運動 強化月間の初日は、１００名を遥かに超える会員でパ

レードに参加。ミニ集会等の各支部での取組は、支部

の特色を活かし様々です。 

            JR正面に社会を明るくする運動の啓発看板の設置 

 

（今後について） 

「支えあい、共に輝きその先へ」のスローガンのもとに、更生保護の理解と地域

の安全安心に一躍を担って、犯罪や非行のない明るい社会を築くボランティア会

員を募っていきたいです。 
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松山地区更生保護女性会のみなさん 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松山城での社会貢献活動の様子 
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 更生保護法人 愛媛県更生保護会  

  （団体の紹介） 

  犯罪や非行をした人の中には、頼ることのできる人がいない、住むとこ 

ろがない、生活環境に恵まれなかったり、あるいは本人に社会生活上の困 

難がある等の理由ですぐに自立更生できない人がいます。 

  更生保護施設は、こうした人たちを一定期間保護し、円滑な社会復帰を 

 助けて再犯を防止するという役割を担っています。 

  保護を必要としている人からの申し出及び保護観察所からの委託を受け、 

 更生保護施設での保護が始まります。 

  更生保護施設は全国に１０３施設あり、四国には各県に一つずつありま 

す。また、更生保護施設は、全て民間団体により運営されており、その内 

１００施設は更生保護法に基づき、法務大臣の認可を得て設立された更生 

保護法人により運営されています。 

愛媛県には更生保護法人 愛媛県更生保護会が松山市にあり、一定期間の 

  保護（宿泊・食事の提供、就労の援助、生活指導等）を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【生活基盤の提供】 

入所者が安心して自立の準備に集中できる生活基盤 

を提供します。   （宿泊場所の提供、食事の提供） 

【自立に向けて】 

入所者ができるだけ早くひとり立ちをして、退所後 

も自立した生活を維持できるように必要な指導や調整 

を行います。             （生活指導） 

【円滑な社会復帰のために】 

日常の生活指導のほか、入所者が地域社会の一員と 

して円滑に復帰するための指導を行います。 

                   （社会奉仕活動） 

【地域と共に】 

   毎年５月に行われるガレージセール 

(バザー)や毎月行われる更生保護女性 

会による夕食会等各団体や地域の方々 

に支えられています。 
 

 

 

･刑事施設を仮釈放になった人 
･刑事施設を満期釈放になった人 
･少年院を出た人 
･刑の執行猶予を言い渡された人 
･起訴猶予になった人 
･その他 

松山保護観察所(国) 

保護観察所の指導 宿泊･食事の提供 
就労指導､生活指導 
福祉･医療への橋渡し 

愛媛県更生保護会(民間団体) 
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松山地区ＢＢＳ会 

  

（団体の紹介） 

ＢＢＳとは「Big Brothers and Sisters Movement」の略称で、少年少女 

 たちに、同世代の、いわば兄や姉のような存在として、一緒に悩み、一緒に 

学び、一緒に楽しむボランティア活動です。非行少年の立ち直りをサポート 

するほか、青少年の健全な保護育成に取り組んでいます。 

全国に約４５０の地区会があり、約４，５００人の会員が活動しています。 

愛媛県では４地区会で約８０人、松山地区会は３９人（うち大学生３３人） 

の会員が活動を行っています（令和２年度末時点）。 

 

（活動内容） 

 １ ともだち活動 

    保護観察を受けている少年少女をはじめ、様々な悩みを抱えている 

子ども達と、同じ世代のちょっと年長の「ともだち」としてふれあう 

ことを通じて自立を支援する活動です。 

保護観察所などから依頼を受け、その指導の下に行われます。通常 

少年１人に対して会員１～２人が担当します。 

２ グループワーク 

    少年たちとＢＢＳ会員がグループになって、スポーツやレクリエー 

ションなどを行います。 

    松山学園（少年院）や えひめ学園（児童自立支援施設）での交流会 

をはじめ、保護観察中の少年たちとのボウリング大会や料理教室など 

を開催しています。 

 ３ 非行防止活動 

    非行を起こさせない社会環境づくりのための活動を行っています。 

「社会を明るくする運動」への参加を通じて、犯罪や非行のない明る 

い社会の実現に努めています。   

 ４ 社会貢献活動への参加協力 

    ＢＢＳ会では、保護観察所で行っている社会貢献活動に協力し、少 

   年たちと共に活動に参加しながら、社会や誰かの役に立つ喜びを分か 

   ち合います。 

 ５ 研さん活動 

    活動を実践するために必要な知識や技能の習得や、会員同士の意見 

   交換の場として、研修会や勉強会を開催しています。 

    また、保護観察所、保護司会、更生保護女性会など更生保護事業の 

関係機関（団体）と連携した研修会や活動を行っています。 
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ＮＰＯ法人  愛媛県就労支援事業者機構 

（団体の紹介） 

 認定特定非営利活動法人愛媛県就労支援事業者機構は、愛媛県下の経済界全体と 

一般の方の協力により、犯罪や非行を犯した人の就労支援等を行い、安心安全な 

社会づくりに貢献する組織です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 一種会員は、経済・事業者団体が主体となり、広報・啓発活動を行っている。 

◆ 二種会員は、会員等金銭面で就労支援に協力している。 

◆ 三種会員は、実際に出所者等を雇用する雇用協力事業者（協力雇用主）である。 

◆ 四種会員は、事業者以外の個人、法人又は団体であり、会費や広報活動により 

就労支援に協力している。 
 

（活動内容） 

機構の活動は、関係機関団体と連携し、協力雇用事業者の拡大、犯罪者の就労

支援等の事業に対する助成、犯罪予防を図るための世論の啓発及び広報などの事

業を実施しています。以下は具体的な活動例です。 

１ 「社会を明るくする運動」のパレード参加 

毎年７月に法務省主唱の「社会を明るくする運動」の強調月間に合わせた松山

地区保護司会の街頭パレードへの参加や広報活動を行っています。 

 ２ 社会貢献活動 

保護観察対象者の社会貢献活動の一環として砥部動物園や松山市内の公園

遊具のペンキ塗りを行っており、そこへ講師を派遣し、事務局も一緒にペンキ塗り

に参加しています。 

 ３ 就労支援 

矯正施設内で在所中の者に協力雇用主と共に面接を行い、社会復帰してか

ら就職がスムーズに行える取組をしています。また、就労後は定期的に協力雇

用主先を訪問し、雇用主だけでなく就労中の者に対してのフォローアップも行っ

ています。 

 ４ 関連機関との連携 

生活困窮者については社会福祉協議会につないだり、メンタルケアが必要な

者に対しては法務少年支援センターにつないだりして、生活や心身の不安を払

拭し、安定して就労ができるように関連機関と協力しています。 

 ※必要に応じて、社会福祉生活困窮窓口や法務少年支援センター等につないで 

います。 

  

全国就労支援事業者機構 

愛媛県就労支援事業者機構 

四種会員 

（事業者以外の 

個人、法人団体） 

会費を払うなどし

就労支援に協力 

三種会員 

雇用協力事業者 

（協力雇用主） 

出所者等の雇用 

二種会員 

（事業者） 

会費を支払うなど

し就労支援に協力 

一種会員 

（経済・事業者団体） 

出所者等の就労支援 

の広報・啓発 

助

成 

助

成

等 

会

費 
会

費 

参

画 
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◆ ＮＰＯ法人愛媛県就労支援事業者機構での活動の様子 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近隣公園のペンキ塗り（社会貢献活動）の様子 
 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「社会を明るくする運動」パレードの様子 
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第３ 計画の推進体制 

 
３－１ 推進体制 

本計画を着実に推進するため、国の関係機関や、愛媛県、更生保護関係団体、学識経

験者で構成する「松山市再犯防止推進会議」の中で、再犯防止への取組の情報共有や、

課題等について意見交換を行い、会議の構成員、地域社会、協力雇用主、学校、関係事

業所等が相互に連携しながら、地域全体で切れ目のない取組を進めます。 

 また、本市関係部署で構成する「再犯防止推進庁内連絡調整会議」では、関係

する事業の進捗管理を行うとともに、「松山市再犯防止推進会議」と連携を図り、

各施策を推進します。 

 

３－２ 進捗管理 

「松山市再犯防止推進会議」と本市関係部署で構成する「再犯防止推進庁内連絡

調整会議」が相互に連携を図り、年度ごとに計画の進捗状況を確認し、再犯防止への

取組を進めます。 

 

３－３ 計画の成果指標と目標値 
 
 

成果指標 
実績値

（Ｒ２） 

目標値 

（Ｒ６） 

刑法犯検挙者数中の再犯者数の減少 
※基準値から、計画策定後毎年対前年比で５％ずつの減少を見込む 

４６１人 ３８６人 

 

参考指標 実績値 

本市の協力雇用主数 １２０社 （令和３年４月１日時点） 

松山保護区の保護司数及び保護司充足率 
１９８名 充足率８４．９％  

（令和３年４月１日時点） 

本市の社会を明るくする運動の参加人数 約４００人（令和元年実績） 
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３－４ 本市の主な相談窓口 

 

福祉・子育て相談窓口                       市役所別館 １階 

生活福祉資金相談 高齢者相談 

障がい者に関する総合相談 婦人相談、家庭児童相談 

生活困窮者の自立支援に関する総合相談 子育て等に関する相談 

生活困窮者等の就労支援に関する相談 ひとり親自立支援相談 

保健予防課                           松山市保健所 １階 

精神障がい者に関する相談 こころの健康相談 

総合窓口センター（市民課）                    市役所本館 １階 

住所や戸籍に関する手続 
福祉に関する手続（一部） 

国民健康保険、国民年金・介護保険・

後期高齢者医療保険・医療助成 等 マイナンバーに関する手続 

住宅課                              市役所本館 ７階 

市営住宅に関する相談 
住宅セーフティネット法に基づく賃貸

住宅に関する問合せ 

教育支援センター事務所                   松山市青少年センター内 

小・中学校の児童・生徒の問題行動等対策、不登校対策 

子ども総合相談センター事務所                  松山市青少年センター内 

松山市保健所・消防合同庁舎内 

余土子ども・子育て施設内 

０～１８歳の子どもに関する様々な相談 
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３－５ 刑事手続の流れの概要と支援推進体制 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

検察庁（処分） 

起

訴 
 

不起訴 

起訴猶予 

警察（検挙） 

 

懲役・禁錮 

実

刑 
 

執
行
猶
予 

保

護

観

察

付 

罰
金 

科
料 

裁判所（判決） 

刑務所など 

（矯正処遇） 

仮
釈
放
等 

満
期
出
所 

入 

口 

支 

援 

出 

口 

支 

援 

再 犯 防 止 の た め の 取 組 

 
 

松山市 

民間協力 

団体 

福祉サービス 

事業者 

国や県の 

関係機関 

地域社会 

住居支援 

就労支援 

保健医療・福祉 

広報 

修学支援 

保健医療機関 

学校 

居場所づくり 

理解促進 

保護観察所（保護観察） 

協力雇用主 

地域包括 

支援センター 

送致 

更生保護 

サポートセンター 

●再犯を防止するには、起訴猶予者などが罪を犯して刑務所等に入ることを防ぐ入口支援及び、矯正

施設出所後の出口支援に取り組むことが重要で、刑事司法関係機関や、更生保護関係団体、地域社

会等と相互に連携し、必要な支援を切れ目なく円滑に受けることができるよう取組を推進します。 

地域生活定着

支援センター 
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発 見 

一般人・警察など 

非行少年に関する主な手続（法務省：再犯防止推進白書参照） 

児童相談所長

など送致 

検察官送致(逆送) 

ぐ犯少年 

触法少年 
犯罪少年 

検 挙 

警察など 

通告・送致 送致 

児童相談所 検察庁 

受理 

送致 送致 起訴 

家庭裁判所 

（少年審判）  
 

受理 

少年刑務所など 少年院 

児童自立支援 

施設等送致 
少年院送致 保護観察 

逆送 

地方裁判所 

など 

逆送された 

事件 

受理 

審判不開始 

不処分 

罰金・科料 

執行猶予 

保護観察付 

執行猶予 

無罪など 
懲役・禁錮・拘留 

入 所 

満期釈放 

仮釈放 

入院 

退院 

仮退院 
児童自立 

支援施設 

少年 

鑑別所 

保 護 観 察 所 

解除など 

受理 

期間満了など 取消しなど 
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松山地方検察庁 

 
 

松山地方検察庁及び松山保護観察所の

外観（松山法務総合庁舎６階） 
 

検察庁は、捜査や公判を主な業務とする国の

機関で、それらの刑事手続で起訴猶予処分、全

部執行猶予や罰金刑で矯正施設に入らず釈放さ

れる者で、社会復帰のために支援を必要とする

人たちへの入口支援に取り組んでいます。 

 松山地方検察庁では、刑事政策推進室を設置

して担当職員が対応しています。 

松山保護観察所 

松山市に置かれ、松山地方裁判所管内を管轄し、次の業務を行っています。 

① 保護観察、医療観察     ④ 恩赦の上申 

② 生活環境の調整        ⑤ 犯罪予防活動   等 

③ 更生緊急保護 

 

松山保護観察所は愛媛県内の保護司、更生保護女性会員、ＢＢＳ会員及び協力雇用主

の方々並びに更生保護施設「愛媛県更生保護会」と共に更生保護の諸活動に取り組んで

います。 

松山刑務所 

 

 
入所から出所まで 

 

松山刑務所は、主に四国地方で確定し

た受刑者のうち、執行刑期が１０年未満

の犯罪傾向の進んでいない２０歳以上の

受刑者を収容しています。 

矯 正 処 遇 

「矯正処遇」は、受刑者の改善更生の意欲

を喚起し、社会生活に適応する能力の育成を

図るため、積極的な働き掛けを行う。受刑者

処遇の中核をなすもので、「作業」、「改善

指導」及び「教科指導」の３つがある。 

 

 
「作業」で作られたベンチ等 
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第４ 用語集 

 
                           
 

 〇入口
いりぐち

支援
し え ん

及び
お よ び

出口
で ぐ ち

支援
し え ん

 

 入口支援は、起訴猶予者や執行猶予者等の矯正施設での処遇を受けない者への

支援 

出口支援は、刑務所等を出所後、自立した生活を送るために必要な支援 

 〇えひめダルク 

 民間薬物・アルコール・ギャンブル・摂食障害等、依存症の回復を目的として

平成２９年３月１日、愛媛県に開設された民間の施設 

 〇家庭
か て い

裁判所
さいばんしょ

 

 家庭に関する事件や人事訴訟の審判、少年審判を行う機関。 

審判の結果、不処分や保護観察、少年院送致などの決定を行う。 

また、刑事処分を相当と認めるときは、事件を検察官に送致する。 

 〇仮釈放
かりしゃくほう

 

 刑期満了前の受刑者が、地方更生保護委員会の決定で仮に釈放されること。仮

釈放の期間中は、保護観察に付され保護観察官や保護司による指導監督・補導

援護を受ける。 

 〇起訴
き そ

 

 検察官が裁判所に対し、特定の刑事事件について審判を求める意思表示を内容

とする訴訟行為である。 

 〇起訴
き そ

猶予
ゆ う よ

 

 被疑事実が明白な場合に、被疑者の性格、年齢及び境遇、犯罪の軽重及び情状

並びに犯罪後の情況により訴追を必要としないときにする処分をいう。 

 〇矯正
きょうせい

施設
し せ つ

 

 刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導院の総称。 

市内には少年院である松山学園及び松山少年鑑別所がある。 

 〇協 力
きょうりょく

雇用
こ よ う

主
ぬし

 

 犯罪や非行の前歴等で定職に就くことが容易でない保護観察対象者や更生緊急

保護対象者を雇用し、改善更生に協力する事業主 

 〇居住
きょじゅう

支援協
しえんきょう

議会
ぎ か い

 

 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅等への円滑な入居の促進を図るため、要配慮

者と民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅情報の提供等の支援を行うため

県、市、関係業者や関係団体から構成される協議会 

 〇ぐ犯
はん

少年
しょうねん

 

 保護者の正当な監督に服しない性癖があるなど、一定の事由があって、性格

又は環境から判断して、将来、罪を犯し又は刑罰法令に触れる行為をするお

それのある２０歳未満の者（※令和４年度から「１８歳未満の者」）。 
  

再犯防止に関する用語と解説 

50音順 

い 

え 

か 

き 

く 
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 〇刑務所
けいむしょ

など  

 裁判で有罪が確定すると、執行猶予の場合を除き、懲役、禁錮、拘留は刑務所

などの刑事施設で検察官の指揮により刑が執行される。なお、罰金や科料を完

納できない人は、刑事施設にある労役場に留置される。 

 〇検挙
けんきょ

 

 捜査機関が刑事事件の犯人を明らかにすることができたこと、さらに犯人とし

て引致できたことをいう。 

 〇検察庁
けんさつちょう

 

 刑事事件について、捜査及び起訴・不起訴処分を行い、裁判所に法の正当な適

用を請求し、裁判の執行を監督する等の検察官の行う事務を統括する機関。 

 〇更生
こうせい

保護
ほ ご

 

 犯罪をした人や非行のある少年を社会の中で適切に処遇することにより、その

再犯を防ぎ、非行をなくし、これらの人たちが自立し改善更生することを助け

ることで、社会を保護し、個人と公共の福祉を増進しようとする活動のこと。 

 〇更生
こうせい

保護
ほ ご

施設
し せ つ

 

 適当な住居を確保できない刑務所出所者等に対し、一時的に宿泊場所や食事を

提供し、生活指導や福祉への移行準備をする等自立を支援する民間施設で、松

山市に「愛媛県更生保護会」がある。 

 〇コレワーク四国（高松
たかまつ

矯正
きょうせい

管区
か ん く

矯正
きょうせい

就労
しゅうろう

支援
し え ん

情報
じょうほう

センター室） 

 四国４県の受刑者等の帰住地や取得資格などの情報を一括管理し、出所者等の

雇用を希望する企業の相談に応じ、企業のニーズに適合する者を収容する施設

の情報提供などを行う法務省の機関 

 〇再犯者
さいはんしゃ

の率
りつ

 

 刑法犯検挙者数に占める再犯者数の比率 

 〇裁判所
さいばんしょ

 

 公開の法廷で審理を行い、有罪となった場合は、死刑、懲役、禁錮、罰金など

の刑を言い渡す機関 

刑が３年以下の懲役・禁錮などの場合は、情状によりその執行を猶予し、猶予

期間中には保護観察が付くこともある。 

 〇執行
しっこう

猶予
ゆ う よ

 

 判決で刑を言い渡すにあたり、有罪判決にもとづく刑の執行を一定期間猶予

し、その期間内に再度罪を犯さないことを条件として、刑罰権を消滅させる制

度。 

 〇自立
じ り つ

準備
じゅんび

ホーム 

 適当な住居を確保できない刑務所出所者等に対し、あらかじめ保護観察所に

登録されたＮＰＯ法人等が、それぞれの特徴を生かして自立に向けた生活指

導等を行う宿泊場所であり、市内に数か所ある。 

 〇社会
しゃかい

を明るく
あ か る く

する運動
うんどう

 

 犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人たちの立ち直りについて理解を深め、

それぞれの立場で力を合わせ、安全で安心な明るい地域社会を築くための全国

的な運動 

け 

こ 

さ 

し 
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 〇住宅
じゅうたく

確保
か く ほ

要配慮者
ようはいりょしゃ

 

 低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを養育している人、保護観察対

象者等、住宅の確保に特に配慮を必要とする人 

 〇住宅
じゅうたく

セーフティネット制度 

 民間の空き家・空き室を活用して住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅

の供給を促進することを目的とし、➀住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸

住宅の登録制度、②登録住宅の改修・入居への経済的支援、③住宅確保要配慮

者のマッチング・入居支援を行う制度 

 〇少年院
しょうねんいん

 

 家庭裁判所から保護処分として送致された少年が矯正教育、社会復帰支援等を

受けつつ更生するために収容される施設 

 〇少年
しょうねん

鑑別所
かんべつしょ

 

 医学、心理学、教育学等の専門知識に基づき少年の鑑別を行い、その結果を家

庭裁判所に提出する機関 

 〇触法
しょくほう

少年
しょうねん

 

 １４歳に満たないで刑罰法令に触れる行為をした者。 

 〇生活
せいかつ

困窮者
こんきゅうしゃ

自立
じ り つ

支援
し え ん

制度
せ い ど

 

 「現在は生活保護を受給していないが、生活保護に至るおそれがある人で、自

立が見込まれる人」を対象に、困りごとにかかわる相談に応じ、安定した生活

に向けて仕事や住まい、子どもの学習など様々な面で支援する平成２７年４月

から始まった制度 

 〇ソーシャルファーム 

 一般就労が難しい人とそうでない人が共に働く社会的企業 

 〇「ダメ。ゼッタイ。」普及運動 

 薬物乱用問題に関する意識を高めるとともに、国連総会決議に基づく「６．２

６国際麻薬乱用撲滅デー」の周知を図ることによる薬物乱用防止を目的とした

運動 

 〇地域
ち い き

包括
ほうかつ

支援
し え ん

センター 

 地域の高齢者の総合相談、権利擁護や地域の支援体制づくり、介護予防の必要

な援助などを行い、高齢者の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援す

ることを目的とし、地域包括ケア実現に向け市町村が設置している中核的な機

関 

 〇認知
に ん ち

件数
けんすう

 

 捜査機関が被害届などを受けて犯罪の発生を把握した件数で、松山市内の警察

署に届けられた件数を掲載 

 〇罰金
ばっきん

・科料
かりょう

 

 刑罰の一種で、罰金は１万円以上、科料は、１,０００円以上１万円未満。 

 〇犯罪
はんざい

少年
しょうねん

 

 罪を犯した少年（犯行時に１４歳以上２０歳未満であった者）をいう。 
  

せ 

そ 

た 

ち 

に 

は 
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 〇犯罪
はんざい

をした人等 

 再犯防止推進法では、「犯罪をした者又は非行少年若しくは非行少年であっ

た者をいう」と定義されている。 

(例)警察で微罪処分になった人 

検察庁で起訴猶予処分になった人 

裁判所で全部執行猶予になった人、入所受刑者 

保護観察に付された人、満期釈放者など 

 〇非行
ひ こ う

少年 

 犯罪少年、触法少年、ぐ犯少年をいう。 

 〇婦人
ふ じ ん

補導院
ほどういん

 

 売春防止法違反により補導処分となった成人の女性は、婦人補導院に収容さ

れ、仮退院が許可されると保護観察に付される。 

 〇保護
ほ ご

観察
かんさつ

 

 保護観察対象者に対して、実社会の中で生活を営ませながら、一定の約束事

（遵守事項）を守るように指導するとともに、必要に応じて、就職の援助など

を行い、立ち直りを支援する。 

 〇保護
ほ ご

観察所
かんさつじょ

 

 地方裁判所の所在地に置かれ、保護観察、生活環境の調整、更生緊急保護、恩

赦の上申、犯罪予防活動、精神保健観察、犯罪被害者等施策等の事務を行って

いる更生保護及び医療観察の第一線の実施機関 

 〇保護
ほ ご

観察
かんさつ

対象者
たいしょうしゃ

 

 ① 家庭裁判所の決定により保護観察に付された人（保護観察処分少年） 

② 少年院からの仮退院を許された人（少年院仮退院者) 

③ 刑事施設からの仮釈放を許された人（仮釈放者） 

④ 裁判所で刑の全部又は一部の執行を猶予され保護観察に付された人 

（保護観察付執行猶予者） 

⑤ 婦人補導院からの仮退院を許された人（婦人補導院仮退院者） 

 〇保護司
ほ ご し

 

 犯罪をした人や非行のある少年の立ち直りを地域で支えるボランティアのこ

と。その身分は法務大臣から委嘱を受けた非常勤の国家公務員であり、保護

観察の実施、生活環境の調整、犯罪予防活動等の更生保護に関する活動を行

っている。 

市内では約２００名の保護司が活動している。 

 〇松山しごと創造
そうぞう

センター 

 創業予定者や企業経営者向けの相談窓口を設置し、セミナーや交流会を行うな

ど創業・経営支援等の幅広いサービスをワンストップで提供する施設 
  

ひ 

ふ 

ほ 

ま 
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巻末資料 

資料１ 

 
「松山市再犯防止推進計画」（案）に対する意見募集の結果概要 

 
■意見募集期間 令和３年７月２８日～令和３年８月２６日 

 

■計画（案）の閲覧方法 松山市ホームページへの掲載 

市民閲覧コーナーでの閲覧 

市民生活課（本館６階）での閲覧又は配布 

各支所での閲覧 

 

■意見提出方法 郵送、ＦＡＸ、電子メール、直接提出 

 

■意見提出者数 ０人 

 

■意見件数 ０件 
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資料２ 

「松山市再犯防止推進計画」検討経緯 

 

１ 松山市再犯防止推進会議 

 学識経験者や更生保護に取り組む民間関係団体、国や県の関係機関からなる懇

話会形式の「松山市再犯防止推進会議」を開催し、現状や課題を洗い出し、各種

施策の実施等について検討しました。 

 

【開催状況】 

⚫ 第１回 令和２年１１月２５日 計画骨子（案）について 

⚫ 第２回 令和３年３月２３日  計画（素案）について 

⚫ 第３回 令和３年５月２６日  計画（案）について 

⚫ 第４回 令和３年８月２７日  計画（案）について 

 

松山市再犯防止推進会議 構成員      令和３年８月末時点 

 

 機関・団体名 役職名 氏名 

国 

関係機関 

高松矯正管区 更生支援企画課長 松岡 千恵 

松山刑務所(矯正施設) 企画首席 片地 康昇 

松山学園(矯正施設) 首席専門官 大森 正義 

松山少年鑑別所(矯正施設) 首席専門官 田中 哲司 

松山保護観察所 企画調整課長 大﨑 公一 

松山地方検察庁 首席捜査官 横田 昌典 

ハローワーク松山 統括職業指導官 藤畑 鶴廣 

愛媛県 
県民環境部 県民生活課長 原田 久 

警察本部 生活安全企画課長 山崎 淳二 

学識経験者 愛媛大学法文学部 教授 松原 英世 

更生保護 

関係団体 

松山地区保護司会 会長 銀岡 良幸 

松山地区更生保護女性会 会長 近藤 直子 

愛媛県更生保護会 理事長 佐伯 正夫 

松山地区ＢＢＳ会 会長 中川 楓香 

愛媛県就労支援事業者機構 事務局長 新山 眞佐子 
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松山市再犯防止推進会議（懇話会）開催要綱 

 

（開催） 

第１条 再犯の防止等の推進に関する法律（平成２８年法律第１０４号）第８条

第１項に規定する地方再犯防止推進計画として松山市再犯防止推進計画を策定

するに当たり，本市での再犯の防止等の推進の在り方等について外部有識者等

から広く意見を聴くため，松山市再犯防止推進会議（懇話会）（以下「懇話会

」という。）を開催する。 

（所掌事務） 

第２条 懇話会は，松山市再犯防止推進計画の策定に必要な事項に関し，総合的

な立場から意見を述べる。 

（組織） 

第３条 市長は，次に掲げる者のうちから適当と認める者を懇話会の出席者とし

て選任するものとする。 

(１) 学識経験者 

(２) 関係行政機関の職員 

(３) 関係団体の職員 

(４) その他市長が必要と認める者 

（会議） 

第４条 懇話会は，市長が招集する。 

２ 懇話会の進行は，市民生活課が行う。 

（庶務） 

第５条 懇話会に関する庶務は，市民生活課で処理する。 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか懇話会の運営に関し必要な事項は，市長が

別に定める。 

付 則 

この要綱は，令和２年１０月２６日から施行する。
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２ 再犯防止推進庁内連絡調整会議 

 

 庁内の関係部署の課等長及び担当で構成し、計画に盛り込む施策を検討し、計

画の策定を行いました。今後は、関係機関や団体等と連携し、再犯防止推進に取

り組みます。 

 

【開催状況】 

⚫ 第１回 令和２年１１月２日  計画骨子（案）の検討 

⚫     令和３年１月１３日～２月下旬 担当部署とのヒアリング実施 

⚫ 第２回 令和３年２月１６日  計画（素案）の検討 

⚫ 第３回 令和３年４月 ９日  計画（案）の再検討 

 

             担当部署      令和３年８月末時点 

市民部 市民課、人権啓発課 

総務部 人事課、職員厚生課、契約課 

保健福祉部 

生活福祉総務課、介護保険課 

高齢福祉課、障がい福祉課 

子育て支援課 

子ども総合相談センター事務所 

保健所 医事薬事課、保健予防課 

都市整備部 住宅課 

産業経済部 地域経済課、農水振興課 

教育委員会 
教育支援センター事務所 

中央図書館事務所 

 

事務局 

市民部 市民生活課 
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資料３ 
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資料４ 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関連 

 

 平成２７年９月の国連持続可能な開発サミットで採択された持続可能な開発目

標（ＳＤＧｓ）との関連を示します。 

 

 

 
 

 

１． 【貧困】貧困をなくそう 
 

あらゆる場所あらゆる形態の貧困を終わらせる 

 

 
 

 

３． 【保健】すべての人に健康と福祉を 
 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、 

福祉を促進する 

 

 
 

 

４． 【教育】質の高い教育をみんなに 
 

すべての人に包摂的かつ公平な質の高い教育を確保し、 

生涯学習の機会を促進する 

 

 
 

 

１０．【不平等】人や国の不平等をなくそう 
 

国内及び各国家間の不平等を是正する 

 

 
 

 

１６．【平和】 
 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を推進し、すべ

ての人に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおい

て効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する 

 


